



The Homenyiin System combined with the public assistance implemented by the
Japanese Government-General of Korea had disappeared just after the Nation
Independence of 1945, but the System of that of Japan has existed till now. The paper
attempts to explain about that from the three points of view.
The first explanation concerns that the Homenyiin System was originated by the
Japanese indigenous culture, the region initiative development and the paternalistic
atmosphere of the society, and it was quite different from that of Korea. The second
explanation is relating to the personnel of the system, and the Korean members of
Homenyiin was tended to be defined by the people as the national traitor. And the
third one concerns that how the system relevant to the relief of poverty, the original
aim of the public assistance. As far as in colonial Korea is concerned, the Homenyiin
system was less relevant to the essential function of the poverty relief in Korea.
キーワード：Homenyiin System, History of Korean Social Welfare, Public Assistance,
Comparative Social Policy



































































































































































るようになった。カミングス (鄭敬謨他訳，2012上：第 1章) は朝鮮王朝のこうした支配構
造と支配層の政治文化について触れ，「政治のインボリューション」があったと指摘している。
また，李サムスン (2009) も 17 世紀中国清王朝に対する朝鮮支配層の態度をインボリュー
ションとして指摘した。19 世紀末「朝鮮には民衆の血を吸引する吸血鬼とその吸血鬼に血を





におけるもっとも著しい特徴の 1 つは自発的結社 (association) の急増であった。1894 年以
降 1910 年までの自発的結社は 314団体 (支部は除外) であったが，こうした動きに近代性の
起源を見つけようとする宋ホグン (2013：368) は中でも愛国啓蒙期と呼ばれる 1905〜1910 年
を「結社体の時代」と呼んでいる。しかし，自主的改革の試みはすべて失敗に帰し，朝鮮は日
本の植民地になり，自主的発展の可能性は完全に摘み取られてしまった。
35 年間にわたる植民統治は朝鮮社会にどのような影響をもたらしたのか。1910 年から 1945
年は世界規模の重要な出来事・変化が発生した時期であり，社会福祉発展においても決定的に
重要な時期である。第 1次大戦，ロシア革命と計画経済の台頭，世界恐慌と資本主義の危機，























第二に，価値観の変化についてである。車ジェホ (1994) は開港以降 1970 年代までの約
100 年間にわたる韓国人の価値観変化を外国人の韓国見聞録 22冊の分析を通して明らかにし
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社会福祉分野における発展といえば，第一に社会福祉行政の整備がある。福祉行政の整備は





































制度七十年史』 : 134) がみられた。
日本はこの制度をすべての植民地に実施していくが，植民地朝鮮での施行は「京城府方面委




開城府，仁川府，大邱府，新義州府と合わせ 7 府に設置され (『民生委員制度七十年史』
26-27)，1939 年までには馬山，木浦，元山など 12府に設置された。1940 年に方面委員数は
504 名になり，1943年 7月に 1,341 名と増加している。(大友，2007；表 1) しかし，この数字
は日本に対してはいうまでもなくほぼ同じ時期に同制度が導入された台湾と比較してもその普
及度が極めて低いものである。方面委員は当初朝鮮人が任命されたが，その後日本人の委員も
委嘱された。『京城府方面委員要覧』によると，1939 年時点の京城府の方面委員総数は 146 人
であり，うち朝鮮人が 128 人 (88%)，日本人が 18 人であった。
朝鮮においても，時代の変化に応じて，方面委員制度の性格は変化していく。慎英弘 (1984)
は京城府方面委員制度の時期区分を次の 5段階に分けている。(1) 準備期 (1927 年 12 月以
前)，(2) 制度成立期 (1927. 12. 5〜1932. 11. 9)，(3) 制度統制期 (1932. 11. 10「国民精神作興






委員制度が始まった時に，方面顧問は 4 名で，警察署長 2 名，普通学校長 2 名 (『京城府方面
委員摘要』1928 : 37) であった。第二に，日本では 1936年方面委員令によって全国的に統一
化されたが，朝鮮では法制化されなかった。第三に，日本では公的扶助義務主義を採択した救





































地域 設置地域 方面数 方面委員数 方面委員 1人あたり人口
台湾 (1940 年度) 224 市邑庄 2,866方面 3,835人 1,512人
朝鮮 (1940 年度) 14府邑 43方面 504人 45,238 人
日本 (1939 年度) 10,909町村 11,270 方面 66,039人 1,059人
出所：大友 (2007：344) 表 9-1 から再構成
比べて，制度の持続可能性を高める要因であると考えられる。
もう一方で，住民組織化，具体的には町内会の組織化も方面委員制度の普及を促進した。谷
沢 (2006 : 69-70) は「方面委員制度が導入できた背景として地域社会において各所得階層の
世帯が関与し，共通の利害調整機能を有した仕組みが形成されていたと推測すべきである」と
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ビショップ (シン訳，2000：第 36章) は 1897 年のソウルにおいて，「契」(kyei) が民衆の
間に幅広く組織化されていることを次のように記録している：「契は朝鮮社会の最も注目に値

















































































誌に短文 (「方面委員と為りて」第 11巻 6月号) と 1937 年皇太后からの表彰を受けた感想を



































定」と記す) は 1916年に作られた。1910 年から 1916年までの貧困対策は臨時恩赦金によっ
て行われたが，それは日本の「恤救規則」(1874) に準じて施行されたものである。臨時恩賜
















思われるからである。「扶助規定」の受給者数は 1915 年に 535人，1916年には 35人，1918年
には 1,521 人であった。受給者数の最も多い 1927 年に 1,855 人 (うち日本人 2 人) である。
(『朝鮮総督府統計集』) この規定が朝鮮救護令によって代替される直前の 1942 年の場合でも
1,949人であった。

























日本 1894恤救規則 1934「救護法」 1945










一方，朝鮮救護令は 1961 年生活保護法が成立するまで存続した。韓国生活保護法 (1961.






認めていなかったから (朴，2013a : 180) である。1947 年 3月時点で，韓国 (南韓) の要救
護者は戦災民 212万人を含め，410万人を超えていた。1946年度軍政庁の歳出 (南韓) は 118
億ウォン (「韓国史データベース」) であったが，それは朝鮮総督府 1945 年の予算の数倍の規
模である。それほど要救済者が激増したのである。米軍政が終わっても，社会混乱と韓国戦争
によって大量の救済貧民は常態化していたが，新しい公的扶助システムがスタートした 1960










Hodge) は 1945 年 9 月「総督府は搾取機構であるが，当分の間，他に活用できる組織機構が
ないので総督府を活用する」(朴，2013a : 188) と表明した。その後，救貧者の増加，労働者
のストライキ等に対応し，行政機構の再編・改革が一部みられたが基本的には総督府の機構が
















1 ) ｢還穀」の利用者数の推定とその根拠については，朴 (2013a：第 2章) を参考すること。
2 ) 社会福祉歴史の観点からみた植民地近代論の限界，そして植民地近代論に対する批判的論議の 1
つである「開発なき開発論」の研究方法上の問題・批判については，朴 (2013a：第 3章) を参考
すること。




全小作農の場合，1913年 32.4%であったが，1932 年には 54.2%へと増加し，半小作農は，同期間
中 41.7%から 26%に減少した。1938年約 300万世帯，農村人口の 80%が小作農であった。(『朝
鮮総督府統計資料』) 土地調査は農民の離農を促進し，国内的には土幕民に代表される都市貧民層
や火田民などの特殊貧民層を増加させ，国際的には日本や中国などへの労働者移住を促進した。


































9 ) 菅沼 (2005) は，天皇制と関わらせて方面委員の存在意義を語ることは，方面委員制度が天皇制









12) その 1人は，太應善という人物で志願兵制度祝賀発起人 (1938. 5. 8) とされており，もう 1人は
鄭圭煥であり，東亜日報 (1924. 4. 11) の記録によると，11団体の代表によって署名・公表された
「独立思想と社会主義を攻撃し，総督府を援助しその施政を助けよう」と題する宣言文に「同光
会」の代表として署名している。





の経緯」，1934)，愼英弘 (1984)，大友昌子 (2007：第 7章) を参考すること。
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15) 韓国生活保護法のスタート時点については，日本の研究者の間に若干の誤解があるようである。
同法の附則 1条は「1962 年 1 月 1 日からの施行」を明記していて，同法の施行令も 1962 年に制定
された。中央生活保護委員会も設置され，受給者数などに関する統計資料も出している。同施行
令は 1969 年改正されたが，1969 年改正を施行令の制定年と誤記している文献が韓国国内にも複数
ある。そうした誤った記述が日本の研究者に紹介されたことによってそうした誤解が生じたと思
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